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1.営業地盤の経済状況 ①九州および福岡県の経済規模

九州のＧＤＰは日本全体の約1割で、オランダやオーストラリアに迫る水準。
なかでも福岡県には、九州の人口・事業所数・ＧＤＰの約4割が集中し、九州経済の中心地となっている。

出所： 九州経済産業局「九州経済の現状　2006年春」

九州の経済規模　～各国とのGDP比較～ 九州の経済指標と福岡県のシェア

37.8%

36.9%

40.1%

46.4%

47.0%

46.3%

51.2%

12.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

面積

　　　　　38,607k㎡

人口

（17年国勢調査）

1,335万人

事業所数

（16年）

615千所

県内総生産

（名目,15年度）

43.5兆円

大型小売店販売額

（17年度速報）

1.6兆円

新設住宅着工件数

（17年度）

115千戸

預金残高

（18年3月）

35.8兆円

貸出金残高

（18年3月）

25.8兆円
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1.営業地盤の経済状況 ②取引先の景況動向

出所：当行調査「第58回九州の経営動向調査」　（調査時点　平成18年3月1日）　

福岡県を中心とした九州の企業景況感等の推移　（BSI方式）

個人消費は、「良い」超幅が拡大して
おり、改善傾向が続いている。

良い　29%→33%　（＋4ポイント）
悪い　25%→19%　（△6ポイント）

17年度の設備投資計画は、前年度
比＋15.9％となった。

929億円→1,077億円　（＋15.9%）
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設備投資

△ 20.0

△ 15.0

△ 10.0

△ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

１Q

15年

２Q ３Q ４Q １Q

16年

２Q ３Q ４Q １Q

17年

２Q ３Q ４Q １Q

18年

２Q ３Q

%

景況感

売上高

企業収益

資金繰り

見通し

当行は四半期毎に、主要取引先を対象とした経営動向調査を実施している。
景況感は2期連続で悪化（17年3Q +6.1%、18年1Q +2.7%）したものの、先行きについては強気（2Q +7.2%、
3Q +8.3%）の見通し。



決 算 の 概 要
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（単位：億円） 17/3月期比 前回予想比

業務粗利益 1,324 1,350 1,347 23 △ 3 

国内業務粗利益 1,294 1,332 1,341 47 9 

うち　資金利益 1,187 1,122 1,129 △ 58 7 

うち　役務取引等利益 107 130 142 35 12 

うち　住宅ローン譲渡益 - 70 70 70 - 

国際業務粗利益 29 18 6 △ 23 △ 12 

経費 △ 824 795 789 △ 35 △ 6 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 499 555 557 58 2 

一般貸倒引当金繰入額 △ △ 163 81 100 263 19 

業務純益 663 474 456 △ 207 △ 18 

臨時損益 △ 471 △ 204 △ 154 317 50 

うち　株式等関係損益 67 74 140 73 66 

うち　不良債権処理損失額 △ 508 269 303 △ 205 34 

経常利益 191 270 302 111 32 

特別損益 △ 29 △ 55 △ 66 △ 37 △ 11 

税引前当期純利益 162 215 235 73 20 

法人税等（税効果を含む） △ 83 106 108 25 2 

当期純利益 78 109 126 48 17 

信用コスト △ 344 350 404 60 54 

17/3月期

実績

18/3月期

実績

18/3月期

前回予想

2.平成18年3月期　業績 ①ＰＬサマリー

損益　（単体）

効率化については、
P.22～23で別途説明。

一般貸倒引当金繰入前の業務純益はほぼ予想通り（前回予想比+2億円）となった。
最終処理促進に伴う信用コストの増加や、店舗統廃合の前倒しに伴う特別損失の計上があったものの、株式
等関係損益の増加もあり、当期純利益は前回予想を17億円上回った。

信用コストについては、
P.25で別途説明。
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2.平成18年3月期　業績 ②ＢＳサマリー

主要勘定　（単体）

貸出金は不良債権のオフバランス化や住宅ローン流動化により減少したものの、有価証券は住宅ローン流動
化による調達資金の再運用等により増加した。
資本の部は、利益の計上（126億円）や資本増強（期中83億円）などにより増加した。

① 有価証券運用の強化については、P.19で別途説明。

② 住宅ローン流動化 △628億円
不良債権オフバランス化 △991億円

③ TierⅡ対策として社債を発行する一方、資本効率が悪
化した劣後ローンの返済を進めた。

④ 18/3月に、転換社債型新株予約権付社債600億円を
発行。　（うち83億円は普通株式へ転換）

⑤ 資本準備金を取崩し、その他資本剰余金へ。

⑥ 利益準備金を取崩し、剰余金へ。

⑦ 利益準備金より ＋129億円
配当（17/3月期末）支払 △36億円
当期純利益 ＋126億円
土地再評価差額取崩 　＋29億円

オフバランス化＝ 直接償却＋部分直接償却＋バルク
＋債権放棄＋破綻懸念先以下の回収

（単位：億円） 17/3月末比

資産の部 64,521 65,819 1,298 

有価証券 12,606 14,488 1,882 ①

貸出金 45,427 45,214 △ 213 ②

繰延税金資産 944 818 △ 126 

負債の部 62,055 63,200 1,145 

預金・ＮＣＤ 57,894 57,128 △ 766 

借用金 1,015 526 △ 489 

社債 470 570 100 

新株予約権付社債 - 517 517 ④

資本の部 2,466 2,618 152 

資本金 593 635 42 

資本剰余金 949 991 42 

資本準備金 949 635 △ 314 ⑤

その他資本剰余金 - 356 356 

利益剰余金 348 469 121 

利益準備金 129 - △ 129 ⑥

剰余金 219 469 250 ⑦

その他有価証券評価差額金 211 208 △ 3 

④

17/3月末 18/3月末

③
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（単位：億円） 18/3月期比

業務粗利益 1,347 1,275 △ 72 

国内業務粗利益 1,341 1,253 △ 88 

うち　資金利益 1,129 1,095 △ 34 ①

うち　役務取引等利益 142 155 13 

うち　住宅ローン譲渡益 70 - △ 70 

国際業務粗利益 6 22 16 

経費 △ 789 765 △ 24 ②

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 557 510 △ 47 

一般貸倒引当金繰入額 △ 100 - △ 100 

業務純益 456 510 54 

臨時損益 △ 154 △ 145 9 

うち　株式等関係損益 140 ④ 30 △ 110 

うち　不良債権処理損失額 △ 303 165 △ 138 

経常利益 302 365 63 

特別損益 △ 66 △ 31 35 

うち　固定資産の減損 △ 56 ④ 28 △ 28 

税引前当期純利益 235 334 99 ⑤

法人税等（税効果を含む） △ 108 134 26 

当期純利益 126 200 74 

信用コスト △ 404 165 △ 239 ③

18/3月期

実績

19/3月期

予想

3.平成19年3月期　業績予想 ①ＰＬサマリー

損益　（単体）

役務取引等利益の増加と経費圧縮は進むものの、国内資金利益の減少、住宅ローン譲渡益（前期70億円）
の剥落により、一般貸倒引当金繰入前の業務純益は前期比△47億円となる見込み。
信用コストが大幅に減少することから、当期純利益は前期比＋74億円となる見込み。

① 国内資金利益については、P.9で別途説明。

② 効率化については、P.22～23で別途説明。

③ 信用コストについては、P.25で別途説明。

④ 店舗統廃合に伴う減損損失28億円は、株式等関
係損益にてカバー。

⑤ 税引前利益の主な増減要因
　業務粗利益の減少 △72億円
　経費圧縮 ＋24億円
　信用コスト減少 ＋239億円
　株式等関係損益 △110億円
　減損減少 ＋28億円
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18/3月期　1,088億円

19/3月期　1,028億円

平残→

利回り低下による利息への影響
△75億円

↑

利

回

り

利息（平残×利回り）

平残増加による
利息への影響

＋15億円

【減少要因】 【増加要因】

国内資金利益の減少
（34億円）

国内貸出金利息
△60億円

国内調達コストの減少
＋11億円

国内有価証券利息
＋15億円

18/3月期　44,315億円

19/3月期　44,933億円

18/3月期

2.45%

19/3月期

2.28%

3.平成19年3月期　業績予想 ②国内資金利益

国内資金利益の主な増減要因

国内資金利益は、増加要因として有価証券利息の増加や調達コストの減少があるものの、貸出金利息の減少
が増加要因を上回るため、前期比△34億円となる見込み。
国内貸出金利息は、平残が増加に転じたものの、利回り低下による影響が上回るため、前期比△60億円とな
る見込み。

国内貸出金利息の増減要因



経営戦略の進捗と見通し
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4.中小企業取引の拡大 ①実施策の概要

合併～17/3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 18/4月～

●SM（ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）を配置　＜31か店、80名＞

●BSM（ﾌﾞﾛｯｸ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）を配置　＜県内16か店、33名＞

●本部直接渉外担当者を増員　＜法人営業部内、17→29名＞

●本部-BSM-SM が一体となったソリューション体制を構築

●SM・BSMの管理先見直し

●市場誘導業務を開始

●法人営業専担者育成プログラムを策定

●金銭債権流動化向けSPC設立

●RBC（ﾘﾃｰﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ）の管理対象先を拡大

●「RBC久留米」を開設　＜RBC　2→3拠点＞

●QBL（ｸｲｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝ）拠点を広島・岡山・福山・宇部に開設　＜QBL拠点　7→11拠点＞

●県内RBC・QBL拠点の一体運営⇒BSCへ

●県外QBL拠点の名称変更⇒BSPへ

●「NCB中小企業応援ファンド」

●福岡県信用保証協会との単独提携商品「NCB中小企業応援団長」

●㈱オリックスとの提携商品「NCBグッドパートナー」

●「NCB総合型401K『活き活き夢プラン』」

●インターネットバンキング「NCBビジネスダイレクト・プラス」

●インターネットでの外為取引「NCB外為ダイレクト」

●「NCB入金照合サービス」

●「中小企業格付サービス」

●「新規開業医サポートローン」

体制の強化

【ｿﾘｭｰｼｮﾝ】

体制の強化

【ﾘﾚｰｼｮﾝ】

商品・サービス
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180

△ 118

△ 830△ 991

873
1,010

18/3月期 19/3月期

計画単純増減 (Ａ)
オフバランス化による減少 (B)
実質増減 (A-B)

単位：億円

4,000

3,622

800

(30%)

472
(20%)

19/3月期

計画

18/3月期

うち新規貸出先の開拓 （ ）内は全行ベースに占める割合 単位：億円

4.中小企業取引の拡大 ②事業性貸出

事業性貸出（地公体、個人向けを除く）

■期中増減

オフバランス化＝ 直接償却＋部分直接償却＋バルク
＋債権放棄＋破綻懸念先以下の回収

合併作業が完了し、経営資源を営業力に集中できる体制となったことなどから、事業性貸出は18/3月期にお
いて実質873億円増加（不良債権のオフバランス化による減少額を除く）した。
19/3月期は、新しいソリューション営業体制（17/9月に再構築、P.14参照）の機能を活用した新規貸出先の開拓や既
取引先との取引深耕をさらに進め、実質1,010億円の増加を見込む。

■法人専担者（BSM・SM）による貸出実行額

■期末残高

25,508 25,695

1,886 1,722

3,726 3,584

17/3月末 18/3月末 19/3月末

計画

計画 中小企業 中堅企業 大企業

単位：億円

31,119 31,001 31,180△118 ＋180
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＜ＱＢＬ（クイックビジネスローン）の商品性＞

＜グッドパートナーの商品性＞

自動審査を活用した、“無担保”“第三者保証人不要”
“翌日回答（原則）”を特徴とするスモールビジネスローン。
総利回り（利息+手数料）が10%超と、収益性は高い。

オリックス㈱との提携商品。
QBLの特徴である“無担保”“第三者保証人不要”“翌日
回答（原則）”を実現したうえで、最長5年・上限10百万円
までをカバー。総利回りは3%台後半。

123 127

165

69
78

100

17/3月期 18/3月期 19/3月期

計画

期中実行額

期末残高

単位：億円

■新しい専門拠点

BSC（ビジネスサポートセンター) 県内 3拠点

BSP（ビジネスサポートプラザ） 県外 8拠点

■ねらい

●拠点の集約

●営業店組織への編入

福岡県内の3地区（福岡・北九州・久留米）では、「RBC」と
「QBL拠点」を統合したうえで、営業店組織に編入。
同時に名称を「BSC」へと変更した。

県外の「QBL拠点」である九州の4拠点（熊本・大分・宮崎・
鹿児島）と中国地区の4拠点（宇部・福山・広島・岡山）を、
営業店組織に編入し、名称を「BSP」へと変更した。

「RBC」の機能（既存取引先の管理）と「QBL拠点」の機
能（新規取引先の開拓）とを融合させることにより、営業
力の強化を図る。

同地区の営業店との連携強化により、営業フィールドの
拡大を図る。

4.中小企業取引の拡大 ③法人向けリレーション

QBL（クイックビジネスローン）、グッドパートナー

従来から、中小企業との密接なリレーションに有効なチャネルとして、貸出残高30百万円未満の取引先を対象
とする「RBC（リテールビジネスセンター）」や、スモールビジネスローンを専門に取り扱う「QBL拠点」を展開してきた。
18/4月に「RBC」と「QBL拠点」を集約し、営業店組織に編入することで、リレーション営業体制を再構築した。
今後は新しい専門拠点の機能を活用し、スモールビジネスマーケットでの一層の営業力強化に取り組む。

リレーション営業体制の再構築（平成18年4月）
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4.中小企業取引の拡大 ④法人向けソリューション

「本部直接渉外担当者」を増員するなど、 17/9月にソリューション営業体制を再構築した。
新体制の機能を活用し、事業性貸出や法人分野の非金利収入の増加に取り組む。

法人分野の
非金利収入

非金利収入全体＝役務取引等利益＋その他業務利益（債券関係損益を除く）

7

10 10
11

10%

12%
13%

12%

17/上期 17/下期 18/上期

計画

18/下期

計画

金額

全体に占める割合

単位：億円

33名

54名

BSM　（ﾌﾞﾛｯｸ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

SM　（ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

福岡県内の14ブロック（福岡・北九州・久留米の3営業部
を含む）に配置。
ブロック内において、“優良新規法人の開拓”と“既存取引
先との取引深耕”に取り組む。

大型店舗（福岡県内18か店、県外5か店）に配置。
“コア法人との取引深耕”と“優良法人の開拓”に取り組む。

本部直接渉外担当者 28名

主な実績・計画

シンジケートローン、ノンリコースローン、

不動産流動化スキーム、私募債
8名 シンジケートローン等 組成 21件 1,255億円 34件 480億円 

創業・新規事業進出の支援

株式公開支援
2名 私 募 債 引 受 65件 73億円 100件 100億円 

医療･福祉機関への対応 5名 医 療 機 関 債 4件 4億円 6件 5億円 

システム営業

EB新商品導入
2名 医 療 ･ 福 祉 向 け 貸 出 66件 98億円 200件 240億円 

ビジネスマッチング

不動産有効活用の情報集約・還元
5名 情 報 営 業 に 伴 う 貸 出 22億円 40億円 

クーポンスワップ、外為営業、

通貨オプション
6名 （在　　　　庫） (25億円) (70億円) 

19/3月期

計画法人営業部内に所属し、高度なソリューション営業を行う。

ファイナンスチーム

企業支援チーム

18/3月期

医療福祉チーム

システム営業チーム

情報営業チーム

アジア営業室
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5. 個人取引の拡大 ①実施策の概要

合併～17/3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 18/4月～

●本部FAを配置　＜個人営業部内、7名＞ ●新しいチャネル「NCBα天神」を開設

●エリアFAを配置　＜県内14ブロック、14名＞ ●エリアFA・本部FAを増員（予定）

●CMA（ﾁｰﾌ･ﾏﾈｰ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）を増員（予定）

●証券仲介業務の取扱店舗を拡大（予定）

●個人年金保険2商品を追加 ●投資信託3商品を追加 ●投資信託1商品を追加

●投資信託2商品を追加 ●個人年金保険1商品を追加 ●投資信託1商品を追加

●株式投信を対象とした「特定口座」

●公共債口座管理手数料を無料化

●インターネットによる投資信託販売（予定）

●ローン営業室を二日市・古賀に開設　＜5→7拠点＞

●BLM（ﾌﾞﾛｯｸ･ﾛｰﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）の試行開始

●BLMの本格稼働開始　＜県内14ブロック、30名＞

●「アパートローンデスク」を開設　＜ローン福岡営業室内＞

●カード子会社合併

●途上与信システムの運用開始 ●新しいチャネル「NCBα天神」を開設

●ローン営業室を香椎に開設　＜7→8拠点＞

●住宅ローン管理システムの導入開始（予定）

●「NCBアパート経営名人」の取扱開始

●一体型カード「オールインワン」

●女性専用ブランド「NCBハートフルプラン」

●NCBハートフルプラン第1弾として「レディース住宅ローン」

●ローン専用サイト「714919.jp」

●既存フリーローンの改良商品

　　　　　　　「NCBローンコレクション」

●NCBハートフルプラン第2弾

　　　　　　　「レディースフリーローン」

商品・サービス
【ﾛｰﾝ・ｶｰﾄﾞ】

体制の強化

【預り資産】

商品・サービス

【預り資産】

体制の強化

【ﾛｰﾝ・ｶｰﾄﾞ】
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5. 個人取引の拡大 ②預り資産

期中販売額

18/3月期は、投資信託・個人年金保険ともに販売額が増加（合算で前期比＋391億円、増加率＋28.3%）し、手数料
の増加（合算で前期比＋17億円、増加率＋48.5%）につながった。
19/3月期は投資信託に重点を置いた戦略とし、投資信託で1,700億円、個人年金保険で360億円の販売を見
込む。

手数料

943

1,241

1,700

435

528

360

17/3月期 18/3月期 19/3月期

計画

個人年金保険

投資信託

単位：億円

＋459

＋298

＋93

△168

1,378

1,769

2,060

21

36

46

14

16

11

17/3月期 18/3月期 19/3月期

計画

単位：億円

△4.9

＋2.4

＋14.6

＋10.1

35

52

57
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2,199

3,157
2,900

17/3月期 18/3月期 19/3月期

計画

単位：億円

13,128

13,856

14,900

28.9%

30.6%

32.1%

17/3月末 18/3月末 19/3月末

計画

流動化済み債権
住宅ローン
貸出金に占める割合

単位：億円

5. 個人取引の拡大 ③住宅ローン

期中実行額

「ローン営業室」の増設や「BLM（ﾌﾞﾛｯｸ･ﾛｰﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）」の配置をはじめとする体制強化の効果により、18/3月期の
住宅ローン実行額は3,157億円（前期比＋958億円、増加率＋43.5%）へと増加した。
19/3月期の実行額は、借換需要が弱まることを想定し18/3月期比減少するものの、2,900億円を見込む。

期末残高住宅ローンの営業体制など住宅ローンの営業体制など

■特色のある専門拠点

ローン営業室 県内 8拠点

アパートローンデスク 県内 1拠点

■専門性の高い営業スタッフ

BLM（ﾌﾞﾛｯｸ･ﾛｰﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

■新しい商品・サービス

NCBアパート経営名人 17/7月～

レディース住宅ローン 17/11月～

ローン専用サイト 17/11月～

住宅ローンを中心とした個人ローンの専門窓口。
福岡県内で住宅マーケットの大きい8地区に展開。
【合併時：5拠点】→【17/2月：7拠点】→【18/5月：8拠点】

17年8月、「ローン福岡営業室」内に開設。

ブロック全体の新規開拓や戦略案件への対応を行う個人ロー
ン専担者。　17年7月、福岡県内14ブロックに配置。
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79

270

85

70

50

127

112

80

17/3月末 18/3月末 19/3月末

計画

バンクカード

NCB VISA

オールインワン

単位：千件

212

261

400

97 100

80

17/下期 18/上期

計画

18/下期

計画

単位：千件

5. 個人取引の拡大 ④カード商品

当行子会社「九州カード㈱」との提携により、17/10月から新型カード商品「オールインワン」の取扱いを開始。
「オールインワン」の獲得により、クレジットカードホルダーの増加を見込む。

オールインワンの特徴

オールインワンの期中獲得数　（受付ベース）

1枚で3つの機能
キャッシュカード＋クレジットカード＋カードローン

クレジットカードは国際ブランドのVISA

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモのおサイフケータイを活用したケータイク
レジット「iD」を導入

機 能 性

IC対応　（キャッシュカード、クレジットカードとも）

キャッシュカード補償保険付き
（盗難・紛失・偽造による損害金を200万円まで補償）

オプションで写真付き

安 全 性

6種類のデザイン　（開始当初は限定デザイン2種も）

デ ザ イ ン 性

クレジットカード会員数　（当行分、登録ベース）
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5,966 5,805

253 388

1,883
2,905

1,811

2,186
2,329

2,752360

451

3.37年

3.60年

2.91年

3.39年

17/3月末 18/3月末 19/3月末

計画

国 債

(国債比率）

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他

円貨建債券デュレーション

外貨建債券デュレーション

(73.6%) (63.8%)
単位：億円

12,606

14,488
＋1,000

6.有価証券運用の強化

国債主体の運用を行っていたが、18/3月期からは、住公RMBSをはじめとする証券化商品等への投資など運
用手法の多様化を図っている。
その結果、18/3月期の国内有価証券利回りは0.89%と、前期比0.15%上昇した。

有価証券の期末残高・債券デュレーション

国内有価証券の利息・利回り

71

94

109
0.74%

0.89% 0.91%

17/3月期 18/3月期 19/3月期

予想

利息

利回り

単位：億円
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7.グループ総合力の発揮 ①グループ会社の概要

地銀系ではトップクラスのカード会社（九州カード）や、銀行子会社（長崎銀行）、コンサルティング会社（NCB
経営情報サービス）など、多様な金融サービス機能を備えたNCBグループの総合力を発揮する。

NCB ビ ジ ネ ス サ ービ ス㈱

NCBモーゲージサービ ス㈱

NCBコンピュータサービス㈱ 西銀ターンアラウンド・パートナーズ㈱

西 日 本 信 用 保 証 ㈱ シティ・ターンアラウンド・サポート㈱

企業再生支援の分割子会社 銀行本体事務の集中化・効率化その他金融サービス

NCB オ フ ィ ス サ ー ビ ス ㈱

■規模等　（平成18年3月期）

億円 ■規模等　（平成18年3月）

■規模等　（平成18年3月）
社

億円 億円

千人

億円 ■サービス内容

■貸出ポート 経営コンサルティング
％ ■アライアンス 　（M&A、ISO取得など）

セミナー・研修による人材育成サポート

経営全般にかかる情報提供

㈱NCB経営情報サービス

地元企業を対象とした
経営コンサルティング会社

圧倒的なブランド力と
高度なシステムインフラを備えた

地銀系トップのカード会社

会 員 数 2,264

営 業 収 益

454

89

九 州 カ ー ド ㈱

カー ド取 扱高 1,529

当行のほか、九州域内の地銀
（3行）や一般事業会社と提携。

中小企業等貸出比率

個 人 ロ ー ン 比 率

貸 出 金 利 回

88.2

42.6

2.98

コア業務純益

㈱ 長 崎 銀 行

長崎地区のリテール特化エリアカンパニー

会 員 数

2,807

2,119

2,661

15

営 業 収 益 5

総 資 産

貸 出 金

預 金
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7.グループ総合力の発揮 ②グループ会社の成長戦略

■長崎銀行

コ ア 業 務 純 益 15 億円 20 億円以上

当 期 純 利 益 4 億円 10 億円以上

自 己 資 本 比 率 7.16 ％ 8 ％以上

不 良 債 権 比 率 9.92 ％ 3 ％台

■九州カード

会 員 数 454 千人 600 千人

加 盟 店 数 59.9 千店 61.3 千店

カ ー ド 取 扱 高 1,529 億円 1,564 億円

■NCB経営情報サービス

会 員 数 2,264 社 2,300 社

18/3月末 19/3月末

18/4月に、23/3月までの5年間を計画期間とする経営計画を策定。
計画の目標を“IPO（株式公開）による企業価値とステータスの向上”とし、IPOを志すに
相応しい財務体質を備えた銀行を目指す。

当行のみならず、九州域内の地銀や一般事業会社とのアライアンスを進め、圧倒的な
優位性を確保する。

会員会社を中心とした当行グループの取引先に対し、ビジネスマッチングをはじめとする
各種情報の提供やコンサルティングを行うことにより、中小企業取引の拡大を図る。

18/3月期

18/3月末 19/3月末

23/3月期
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(256)

(229)

(219)

(207)

310

(282)

296

282282

247

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

健全化計画
実績・見込み

(4,079)

(3,903)

5,410

(4,293)

(4,534)

(4,514)

5,115

4,508

4,773

4,365

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

健全化計画

実績・見込み合併前3年間

△28か店

合併後4年間

△75か店

合併前3年間

△902人

合併後4年間

約600人

19/3月末までに終了

するペースで進捗

8.統合効果を活かした効率化 ①店舗・人員

重複した店舗・人員の削減による効率化を進めており、いずれも計画を上回るペースで進捗している。
店舗は、17/4月から21/3月までの4年間で75か店を廃止する計画であったが、2年前倒しで終了する見込み。
しかしながら、効率化後も「福岡都市圏」「北九州都市圏」においては、他行比優位なチャネルを確保する。

期末店舗　（か店） 期末人員　（人）
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(832)

(787)

(758)
(737)

(837)

765
789

824 824

892

925

(63.2%)

(61.5%)

(56.4%)

(53.2%)

(50.6%)

61.7% 62.1%

57.7%

62.1%

60.7%

60.0%

14/3月期 15/3月期 16/3月期 17/3月期 18/3月期 19/3月期 20/3月期 21/3月期

経費（健全化計画）

 〃  （実績・見込み）

OHR（健全化計画）

 〃  （実績・見込み）

合併前3年間

△101億円
合併後4年間

△87億円

単位：億円

8.統合効果を活かした効率化 ②経費・OHR

重複した店舗･人員の削減に伴い、経費削減は計画を上回るペースで進捗している。
19/3月期のOHRは、コア業務粗利益が前期比ほぼ横ばいとなるため、60%程度（前期比 △0.07%）を見込む。

経費・OHR

OHR＝経費÷コア業務粗利益（住宅ローン譲渡益を除く）　
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1,943

1,485

1,071 969

26

20

16
14

合併時 17/3月末 17/9月末 18/3月末

金額（億円）

先数

594 539 455

1,694
1,239

1,000

1,102

1,031

990

7.18%

6.02%

5%程度

4%程度

17/3月末 18/3月末 19/3月末

計画

21/3月末

計画

要管理債権
危険債権
破産更生等債権
比率

単位：億円

3,391

2,810

2,445

9.健全性の向上 ①再生法開示債権

18/3月末の開示債権比率は6.02%まで低下した。
大口案件への対応は、分割子会社や本部専門部署（審査業務部）による再生支援等を18/3月期までに終え
ており、今後は、中小案件への取り組みに軸足を移し、21/3月末の目標“4%程度”に向けて圧縮を図る。

再生法開示債権　（分割子会社合算ベース） 大口不良債権　（要管理先以下、30億円以上）

■危険債権・要管理債権

大口案件は、DCF法による引当対象先の拡大により、
18/3月期までに保全を強化した。

中小案件は、対応方針を3類型（自力でランクアップ可能先、

金融支援によるランクアップ指向先、回収促進先）に区分し、個
別に具体策を策定した。

今後の圧縮に向けた取組み

17/11月、債権管理回収業務の外部委託を開始。

債権額の6割をアウトソースしており、回収の極大化と処
理のスピードアップを図る。

■破産更生等債権
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大口不良債権の処理を18/3月期までに終えた。

地価下落が落ち着き、担保目減りが減少する見込み。

9.健全性の向上 ②信用コスト

18/3月期の信用コストは、最終処理促進に向けて実施した“DCF法による引当対象先の拡大”や“担保評価
見直し”等により当初計画を174億円上回ったが、今後は減少する見込み。

信用コスト ■最終処理促進に向けた18/3月期の前倒し処理

■19/3月期以降減少する理由

福岡県の
公示地価変動率

(230)
(218)

404

(187) (185)

165

18/3月期 19/3月期 20/3月期 21/3月期

健全化計画

実績・見込み

単位：億円

計画比

＋174億円

●DCF法の対象先拡大

一 般 貸 倒 引 当 金 の 積 増 し
（ 要 管 理 先 ）

54億円

個 別 貸 倒 引 当 金 の 積 増 し
（ 破 綻 懸 念 先 ）

52億円

●要管理先の引当率の引上げ（7.844%→13.437%）

一 般 貸 倒 引 当 金 の 積 増 し 30億円

●担保評価見直し

個 別 貸 倒 引 当 金 の 積 増 し
部 分 直 接 償 却

30億円

166億円

△ 6.5% △ 6.4%

△ 5.0%

16年 17年 18年
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3,266
3,478

2,056
2,262

8.20%
8.50% 8%台半ば

5.16%
5.53% 5%台半ば

17/3月末 18/3月末 19/3月末

予想

自己資本

うちTierⅠ

自己資本比率

うちTierⅠ比率

単位：億円

公的資金の

半額返済を想定

2,056

2,262

944
818

30%程度

36.2%

45.9%

17/3月末 18/3月末 19/3月末

予想

TierⅠ

繰延税金資産
対TierⅠ比率

単位：億円

公的資金の

半額返済を想定

9.健全性の向上 ③自己資本比率

単体自己資本比率

18/3月末の自己資本は、利益の計上（当期純利益126億円）や資本増強（期中83億円）などにより17/3月末比
212億円増加し、自己資本比率は8.50%（17/3月末比 +0.30%） 、うちTierⅠ比率は5.53%（17/3月末比 +0.37%）へと上
昇した。
繰延税金資産の対TierⅠ比率は、18/3月末において36.2%（17/3月末比 △9.7%）へと低下した。

繰延税金資産の対TierⅠ比率
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9.健全性の向上

利益の積上げや準備金の取崩し等により、18/3月末の剰余金は469億円（健全化計画比＋168億円）、配当可能
利益は819億円（健全化計画比＋557億円）まで積み上がった。
公的資金返済に向けて、6月開催予定の定時株主総会に、第一回優先株式の取得枠の設定について付議。
また、返済した場合の自己資本比率については、8％台半ばを確保できる見込み。

剰余金

設定予定の自己株式取得枠

配当可能利益

④公的資金返済に向けて

(871)

219(193)

(301)

(675)

(480)469

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末 21/3月末

健全化計画

実績・見込み

単位：億円

【700】

(833)

215

(441)

(637)

(262)

(154)

819

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末 21/3月末

健全化計画

実績・見込み

単位：億円

【700】

取得する株式の種類 第一回優先株式

取 得 株 式 の 総 数 上限　35百万株　（発行済　70百万株）

取 得 価 額 の 総 額 上限　500億円

取 得 可 能 期 間 定時株主総会終結時から1年間

配当可能利益≒その他資本剰余金＋剰余金－自己株式剰余金＝利益準備金以外の利益剰余金



本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するもの
ではありません。

本資料に記載された事項の全部または一部は、予告なく修正または変更されることがあります。

本資料には将来の業績に係る記述が含まれていますが、これらの記述は、将来の業績を保証す
るものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。


